
財政用語の解説 

財政用語は専門的で複雑なものが多いため、白川村の財政に係わる予算並びに決算において

主に用いる財政用語について解説します。 

１．財政全般に関す用語 

項 目 解  説 備  考 

予 算 

一定期間における収入と支出の見積をいいます。 

地方公共団体の場合、各種の行政サービスを計画的に行う

ために、毎年 4月から翌年の 3 月末までを 1 年度とし、この

間における収入と支出がどれくらいあるかなどを見積もった

ものです。 

 

当初予算 

年度開始前に一会計年度の年間予算として当初に成立した

予算をいいます。基本的にはこの予算をもとに各事業が実施

されます。   

地方公共団体の長が調製し、議会へ提出されたのち、議会

の議決を経て成立します。 

 

補正予算 

予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加

その他の変更を加える必要が生じたときに調製される予算を

いいます。 

当初予算と同様に、議会の議決を経て成立します。 

 

一般会計 

行政運営の基本的な経費を網羅した地方公共団体の基本と

なる会計です。 

一般会計は、特別会計で計上される以外の全ての経理を処

理しなければならないとされています。 

〇白川村の会計区分 

一般会計 一般会計 普通会計 

国民健康保険(事業勘定) 

特別会計 

特別会計 

公 営 

事業会計 

国民健康保険(直進勘定) 

特別会計 

介護保険(ｻｰﾋﾞｽ事業勘定) 

特別会計 

介護保険(保険事業勘定) 

特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

簡易水道特別会計 

企業会計 
公共下水道特別会計 

温泉開発特別会計 

白弓スキー場特別会計 

特別会計 

地方公共団体が特定の事業を行う場合に、特定の歳入歳出

を一般の歳入歳出と区分して収支経理を行う会計で、法律又

は条令により定められたものです。 

企業会計 
当該事業を行うことによって得られる収入で当該事業の経

費をまかなっていく、独立採算を原則とした会計をいいます。 

普通会計 

決算統計上の会計区分をいいます。個々の地方公共団体の

各会計の範囲が異なっているため、財政比較や統一的な掌握

のため、全国的に共通な基準で区分しなおした会計の概念で

す。 

公 営 

事業会計 

決算統計上における会計区分です。この会計区分を用い、

地方公共団体を普通会計と公営事業会計に大別しています。 

決算一定期間における収入と支出の総実績を明らかにするこ

とをいいます。 



決算統計 

総務省が実施する地方公共団体の決算に関する統計で、正

式には「地方財政状況調査」といいます。 

予算の執行を通じて地方公共団体がどのように行政運営を

行ったかをみるための基礎となるものであり、地方財政全体

の毎年度の執行結果を表わすものとして地方財政関係統計の

なかでも最も基本的かつ重要な統計の 1 つです。 

 

２．歳入に関する用語 

項 目 解  説 備  考 

一般財源 

使途に制限のない財源で、地方公共団体が自主的にその

使い道を決定できるものをいいます。地方税・地方交付税・

地方譲与税などが代表的なものです。 

〇主な歳入の分類 
 

区 分 自主財源 依存財源 

一般財源 地方税 
地方交付税 

地方譲与税 

特定財源 

使用料 

手数料 

分担金 

負担金 

国庫支出金 

県支出金 

地方債 

特定財源 
使途が特定されている財源で、国県支出金、地方債、使

用料、手数料、分担金、負担金などがあります。 

自主財源 

地方公共団体が自主的に収入できる財源で、地方税、分

担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、

繰入金、繰越金、諸収入が該当します。 

依存財源 
国や県等から交付されたり割り当てられたりする財源

で、国庫支出金、県支出金、地方債等が該当します。 

地方税（村税） 

地方税法、地方公共団体の条例により市町村が徴収する

税であり、村民税、固定資産税、軽自動車税、入湯税など

があります。 

地方債（村債） 

 地方公共団体が年度間の負担の公平性の確保などから、

建設事業等の財源とするための長期借入金で、償還が一会

計年度を超えるものをいいます。 

３．歳出に関する用語 

項 目 解  説 備  考 

目的別分類 

歳出を行政目的により分類したものです。議会費、総務

費、民生費、衛生費、農林水産業費、商工費、土木費、消防

費、教育費、公債費などに分類されます。 

〇目的別分類 

 

区 分 主な経費 

議会費 議会運営等に要する経費 

総務費 税、戸籍、庁舎管理等に要する経費 

民生費 
高齢者、児童、生活保護等、社会福祉や社

会保障に要する経費 

衛生費 
保健衛生、環境保全、廃棄物処理等に要す

る経費 

農林水産業

費 
農林水産業の振興に要する経費 

商工費 商工業や観光に要する経費 

土木費 
道路、河川、公園等の維持管理などのまち

づくりに要する経費 

消防費 消防、防災等に要する経費 

教育費 
学校教育、生涯教育、教育委員会の運営等

に要する経費 

災害復旧費 地震や大雨等の災害復旧に要する経費 

公債費 
地方債の元金および利子の支払いに要す

る経費 

予備費 
突発的・緊急的な支出に備えて計上され

る、使途を特定しない経費 



性質別分類 

歳出を経済的性質により分類したものです。義務的経費、

投資的経費及びその他の経費に大別され、さらにその内訳

として、人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、

普通建設事業費、公債費などに分類されます。 

〇性質別分類 
 

区 分 主な経費 

義務的経費 人件費、扶助費、公債費 

投資的経費 普通建設事業費、災害復旧事業費 

その他経費 物件費、維持補修費、補助費等、繰出金 

義務的経費 

支出が義務付けられており、簡単には節減が出来ない経

費です。義務的経費の増加は財政の硬直化を招き、新たな行

政需要に対応することが困難となります。人件費、扶助費、

公債費で構成されています。 

人件費 

 

村職員の給与や退職手当、首長や議会議員などの特別職

に支給される給与などの経費をいいます。 

扶助費 
扶助費生活保護や高齢者福祉・児童福祉などの社会保障

に要する経費です。 

公債費 
 地方公共団体が発行した地方債の元金の返済や利子の支

払いなどに要する経費です。 

投資的経費 

支出の効果が資本形成に向けられ、施設等の将来に残る

ものに支出される経費で、普通建設事業費、災害復旧事業費

などから構成されています。 

普通建設事業費 

投資的経費の代表的なもので、道路、橋りょう、公園、学

校などの建設事業に要する経費のほか、大規模修繕に要す

る経費が該当します。 

災害復旧事業費 

大雨、暴風、地震、雪崩などの災害により被災した施設等

の復旧に要する経費です。 

 

その他の経費 

義務的経費、投資的経費以外の経費で、物件費、維持補修

費、補助費等、繰出金などから構成されています。 
 

物件費 

地方公共団体が支出する消費的性質の経費です。旅費、需

用費、役務費、備品購入費、委託料、使用料及び賃借料など

が該当します。 

維持補修費 

 地方公共団体が管理する公共施設等の機能を維持するた

めに要する経費です。 

補助費等 

各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金、そ

の他報償費などをいいます。 

繰出金 

繰出金一定のルールによって、会計間相互に支出される

経費をいいます。 

不用額 

予算額と実際に支出した額の差額をいいます。経費の削

減などにより翌年度以降に使える財源として使用されま

す。 

 

４．財政指標に関する用語 

項 目 解  説 備  考 

形式収支 

歳入総額と歳出総額の差額で、出納閉鎖期日現在における

当該年度中に収入された現金と支出された現金の差額を表

したものです。 

○形式収支  

＝ 歳入決算額－歳出決算額 

実質収支 

 決算の歳入歳出の単純な差額である形式収支から、翌年度

へ繰り越すべき財源を差し引いた実質的な決算です。地方公

共団体の黒字赤字は、この数値により判断されます。 

○実質収支  

＝ （歳入決算額－歳出決算額）－翌年度へ繰り越す

べき財源 

単年度収支 

 当該年度の実質収支から前年度の実質収支を引いた額で

す。当該年度のみの実質的な収入と支出の差額を意味するも

のです。 

○単年度収支  

＝ 当該年度の実質収支－前年度の実質収支 



実質単年度収支 

 単年度収支に含まれている実質的な黒字要素（積立金や繰

上償還金）や赤字要素（基金取崩額）を除いたものです。 

単年度収支は黒字でも、実質単年度収支が赤字なら、それは

基金の取り崩しなどにより資金をやりくりしていることに

なります。 

○実質単年度収支  

＝ 単年度収支＋基金積立金＋地方債繰上償還額 

－基金取崩額 

 

財政力指数 

地方公共団体の財政基盤の強さを表す指標で、基準財政収

入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3 年間の平

均値により求めます。財政力指数が 1 に近いほど自主財源の

割合が高く、財政力が強いことになります。財政力指数が 1

を超えると、自立して財政運営を行えるとなり、普通交付税

は交付されません。 

○財政力指数 （過去 3 年間の平均値） 

＝ 各年度における基準財政収入額／基準財政需要額 

 

標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で収入されるであろう経常

一般財源（毎年度継続的に収入される使途が特定されない収

入）の規模を示すものです。 

○標準財政規模 

＝ （基準財政収入額－地方譲与税－交通安全対策特別

交付金）×100／75＋地方譲与税＋交通安全対策特別

交付金＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額 

実質収支比率 
 実質収支の標準財政規模に対する割合です。標準財政規模

の 3～5％程度が望ましいとされています。 

○実質収支比率 

＝ 実質収支／標準財政規模×100％ 

経常収支比率 

財政構造の弾力性を表す指標です。人件費、扶助費、公債

費のように毎年度経常的に支出される経費に、地方税、普通

交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源がどの

程度使われているかを示します。 

この比率が低いほど財政運営に弾力性があり、政策に使え

るお金に余裕があることになります。 

○経常収支比率 

＝ 経常経費充当一般財源等／経常一般財源等総額 

×100％ 

 

公債費負担比率 

 

公債費による財政負担の度合いを示す指標で、低いほど財

政運営に弾力性があり、政策的に使えるお金に余裕があるこ

とになります。目安として、15％が警戒ライン、20％が危険

ラインとされています。 

○公債費負担比率 

＝ 公債費充当一般財源等／一般財源総額×100％ 

 

公債費比率 

財政構造の弾力性を判断するための指標の 1 つで、一般財

源のうち公債費に割り当てられた額の標準財政規模に占め

る割合です。この数値が高いほど、財政構造の硬直性の高ま

りを示しています。 

○公債費比率 

＝ 元利償還額－（特定財源＋災害復旧費等に係る基準

財政需要額）／（標準財政規模－災害復旧費等に係る

基準財政需要額）×100％ 

実質赤字比率 
財政健全化法に定められた指標の 1 つで、一般会計の赤字

の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。 

〇実質赤字比率 

＝ 一般会計等の実質赤字額／標準財政規模 

連 結 

実質赤字比率 

財政健全化法に定められた指標の 1 つで、全ての会計の赤

字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を

指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。 

〇連結実質赤字比率 

＝ 連結実質赤字額／標準財政規模 

実質公債費比率 

 

財政健全化法に定められた指標の 1 つで、一般会計が負担

する実質的な公債費相当額の標準財政規模に占める割合で

過去 3 年間の平均値を示したものです。 

〇実質公債費比率（3 カ年平均） 

＝（（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源

＋基準財政需要額に算入した元利償還金・準元利償

還金）／（標準財政規模－基準財政需要額に算入した

元利償還金・準元利償還金） 

将来負担比率 

 

財政健全化法に定められた指標の 1 つで、一般会計が将来

的に負担すべき実質的な負債の程度を指標化し、将来財政を

圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。 

〇将来負担比率 

＝ （将来負担額－（充当可能基金金額－特定財源見込

額＋地方債残高等に係る基準財政需要額算入見込

額）） 

資金不足比率 

公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

を表します。この比率が高くなるほど当該企業の事業規模に

比して累積された資金不足が発生しており、その解消が困難

になるなど公営企業として経営状態に問題があります。 

〇資金不足比率 

＝ 資金の不足額／事業の規模 

・法適用企業 

   流動負債＋建設改良費等以外の経費に財源に充て

るために起こした地方債の現在高－流動資産－解消

可能資金不足額 

・法非適用企業（下水道会計） 

   繰上充用額＋資金繰延額・事業繰越額＋建設改良等

以外の経費に充てるために起こした地方債の現在高

－解消可能資金不足額 

 

 

 

 



５．地方交付税に関する用語 

６．その他の用語 

 

項 目 解  説 備  考 

地方交付税 

 国税（所得税、法人税、酒税、消費税）の一定割合及び地方法

人税を基本に、地方公共団体間の財源の偏在を調整し、地域にか

かわらず一定水準の行政サービスを提供できるようにするため

に国から交付されるものをいいます。 

財源不足団体に交付される普通交付税と普通交付税では捕捉

されない特別の財政需要に対し交付される特別交付税とに区分

されています。 

 

普通交付税 

一定の行政サービス（消防、社会福祉、小中学校、保健衛生な

ど）を提供するための経費（基準財政需要額）に対して、標準的

な地方税収入の一定割合（基準財政収入額）が不足する地方公共

団体に当該不足分が交付されるものです。 

○普通交付税 

＝ 基準財政需要額－基準財政収入額 

※普通交付税イメージ 

基準財政需要額 

基準財政収入額 普通交付税 
 

特別交付税 

災害等のための特別な財政需要や、基準財政需要額に捕捉され

なかった特別の財政需要（有害鳥獣駆除、除雪経費など）に対し

て交付されるものです。 

 

基準財政 

収入額 

普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体の財政力

を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込ま

れる税収入を一定の方法によって合理的に算定した額のことで

す。 

○基準財政収入額 

＝ 標準的な地方税収入×75％＋地方譲与税等 

 

基準財政 

需要額 

普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理

的、かつ、妥当な水準の財政需要を一定の方法によって合理的に

算定した額のことです。 

○基準財政需要額 

＝ 単位費用×測定単位×補正係 

項 目 解  説 備  考 

基 金 

 財源の年度間調整又は特定の目的のために積立てもしくは維持

される村の財産で、目的達成のために積み立てているものや、積

立により発生した果実（利子等）を運用するものがあります。 

 

財政調整基金 

財政の年度間調整を図るための基金をいいます。毎年、純繰越

額の 50％以上の額を積立ています。 

 

 

元利償還金 
地方債の元金と利子を償還（返済）するためのものをいいます。  

減収補填債 
地方税の収入額が標準財政収入額を下回る場合、その減収を補

うため発行される地方債です。 

 

臨 時 

財政対策債 

 地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税に代わる地方

一般財源として発行可能となった特例的な地方債で、投資的経費

以外の経費にも充当が可能な地方債です。 

○臨時財政対策債 

＝ 基準財政需要額－基準財政収入額－普通交付税  

社会資本 

 村民が、その効用を享受する社会共有の資産であり、その多く

が公共投資によって整備されたものをいいます。具体的には道路

等の交通基盤や無線施設等の通信基盤等があります。 

 


